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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第32期
第２四半期
累計期間

第33期
第２四半期
累計期間

第32期
第２四半期
会計期間

第33期
第２四半期
会計期間

第32期

会計期間

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
     ４月１日
至  平成22年
     ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
     ７月１日
至  平成22年
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成22年
     ３月31日

売上高 (千円) 1,810,0471,928,462894,697 964,5513,717,332

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △25,697 54,164 △18,071 37,844 39,203

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

(千円) △26,171 41,458 △19,377 28,393 5,482

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) － － 378,950 378,950 378,950

発行済株式総数 (株) － － 6,706,0006,706,0006,706,000

純資産額 (千円) － － 419,016 489,374 449,856

総資産額 (千円) － － 2,292,0812,281,7702,353,069

１株当たり純資産額 (円) － － 65.55 76.57 70.37

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △4.09 6.48 △3.03 4.44 0.85

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － － － － －

１株当たり配当額 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 18.2 21.4 19.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △61,452 36,004 － － 20,235

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △17,920 △33,169 － － 89,785

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 74,444 △56,297 － － 44,786

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) － － 98,039 204,314 257,776

従業員数 (名) － － 189 182 185

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第32期第２四半期累計(会計)期間においては

１株当たり四半期純損失を計上しており、第32期及び第33期第２四半期累計(会計)期間においては希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

フリーマガジン事業をメディア事業と改称いたしました。

　また、前事業年度に於いては、広告ＳＰ事業に所属していた通信販売事業と、平成22年２月より開設してい

る、地域みっちゃく生活情報総合ポータルサイト『フリモ』（furimo.jp）の担当部門をＩＴ事業に統合し

た上で、メディア事業に移管しております。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名)
 

182 (43)

(注) １．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、メディア事業及び広告ＳＰ事業を主体としており生産実績を定義することが困難であるため、

生産実績の記載はしておりません。

 

(2) 仕入実績

当第２四半期会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

　　メディア事業 242,259 ―

　　 広告ＳＰ事業 336,050 ―

合計 578,310 ―

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

当社は、受注生産を行っていないため受注実績の記載はしておりません。

　
(4) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

　　メディア事業 510,191 ―

　　 広告ＳＰ事業 454,359 ―

合計 964,551 ―

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間における我が国経済は、エコカー補助金・エコカー減税、家電・住宅におけるエコ

ポイント等の政府の景気刺激策による特需により、一部の企業に回復の兆しが見えたものの、急激な円高の

進行に加え、依然としてデフレの状況に歯止めが掛かっていない状況等により、景気の先行の不透明感が払

拭できない状況が続いております。 

　このような状況下、当社では当第２四半期会計期間におきまして、メディア事業では、フリーマガジン『地

域みっちゃく生活情報誌』を新たに１誌発行いたしました。 

　その結果、売上高は964,551千円（前年同四半期比7.8％増）となり、売上総利益は粗利率の高いメディア

事業の構成比が高まったことから、383,494千円（前年同四半期比21.0％増）となりました。 また、販売費

及び一般管理費につきましては、341,909千円（前年同四半期比2.5％増）となったことから、営業利益は

41,584千円（前年同四半期は16,618千円の損失）となり、経常利益は37,844千円（前年同四半期は18,071

千円の損失）となり、四半期純利益は28,393千円（前年同四半期は19,377千円の損失）となりました。

　

ａ．メディア事業

メディア事業では、７月に『月刊ＦｕＲＩＭＯ（フリモ）中村版』（愛知県名古屋市中村区、62,750部発

行）を新たに発行いたしました。 

　また、平成22年２月に開設した、地域みっちゃく生活情報総合ポータルサイト『フリモ』（furimo.jp）に

おきましては、当社の発行するフリーマガジン『地域みっちゃく生活情報誌』とモバイル機器である携帯

電話、iPhone等の最新のスマートフォンに対応したクロスメディア化を図り、競合他社との差別化を図りま

した。さらには『フリモ』の代理店契約を２社と締結し、掲載広告主及び会員数の獲得に努めました。 

　この結果、メディア本部の売上高は、510,191千円となりました。 

　なお、当社が発行するフリーマガジン『地域みっちゃく生活情報誌』は合計20誌、総発行部数は1,122,590

部となり、地域みっちゃく生活情報総合ポータルサイト『フリモ』（furimo.jp）の会員数は、18,519名、掲

載店舗数は3,320件となっております。 

(注)総発行部数は平成22年９月末現在 

　

ｂ．広告ＳＰ事業

広告ＳＰ事業では、政府によるエコカーポイント・エコカー減税制度の実施により、カーディーラーから

の受注が、前年と比較して大幅に増加いたしました。 

　また、広域に広告展開を考える広告主に対しましては、当社がドミナント戦略で展開するフリーマガジン

『地域みっちゃく生活情報誌』のセット販売（県単位等）を提案いたしました。 

　更に、フリーマガジン『地域みっちゃく生活情報誌』を切り口に獲得した広告主に対しましては、セール

スプロモーションを企画提案することにより、更なる受注の獲得に努めました。 

　このように、広告ＳＰ事業とフリーマガジン事業を上手く絡めた戦略を展開いたしましたが、広告ＳＰ事

業の売上高は454,359千円となり、前年実績を若干下廻る結果となりました。

(注)当事業年度より、フリーマガジン事業本部はメディア本部、広告ＳＰ事業本部は広告ＳＰ本部と改称

いたしました。

　

EDINET提出書類

株式会社中広(E05668)

四半期報告書

 5/26



　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末と比べて71,299千円減少し、2,281,770千円と

なりました。これは主に現金及び預金が22,689千円、受取手形及び売掛金が40,925千円減少したことによる

ものであります。

負債は、前事業年度末と比べて110,817千円減少し、1,792,395千円となりました。これは主に長期借入金

が29,536千円、賞与引当金が24,000千円増加したものの、買掛金が88,067千円、その他流動負債が76,954千

円減少したことによるものであります。

純資産は、前事業年度末と比べて39,517千円増加し、489,374千円となりました。自己資本比率は　21.4％

であります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、204,314千円（前年

同四半期比108.4％増）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、54,138千円（前年同四半期は39,987千円の支出）となりました。これは

主に、税引前四半期純利益35,209千円を計上（前年同四半期は税引前四半期純損失18,244千円）し、売上債

権が41,105千円、棚卸資産が7,690千円減少したものの、仕入債務が45,693千円減少したことによるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、73,751千円（前年同四半期は1,329千円の収入）となりました。これは

主に、定期預金の預け入れにより75,700千円減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、28,760千円（前年同四半期は18,904千円の支出）となりました。これは

主に、長期借入金の返済により28,632千円減少したことによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,706,000同左
名古屋証券取引所
（セントレックス）

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 6,706,000同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりでありま

す。

　（平成17年２月22日臨時取締役会決議）

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 176個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 352,000株

新株予約権の行使時の払込金額 150円

新株予約権の行使期間 平成19年４月１日から平成27年１月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価額　　　 150円
資本組入額　　　75円

新株予約権の行使の条件 (注)３、４

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) １．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、当該基準日の翌日において次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数を切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割(又は株式併合)の比率

２．新株予約権発行日以降に、当社がこの行使価額を下回る価額による新株の発行が行われる場合（ただし、新株

予約権の行使による場合を除く）又は自己株式を処分するときは、次の算式（コンバージョン・プライス方

式）により調整される。調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝
既発行株式数 × 調整前行使価額 ＋ 新発行株式数 × １株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新発行株式数

３．新株予約権の行使の条件

当社の取締役、監査役及び従業員であることを要する。

４．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、当社と対象者との間で締結す

る「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．平成17年10月８日開催の当社取締役会において、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21並びに平成17年

２月22日開催の臨時株主総会特別決議に基づき、当社の取締役、監査役及び従業員に対しストックオプション

として無償で新株予約権を発行することを決議いたしました。

６．平成17年11月１日をもって株式分割（１：100）を行ったことに伴い、新株予約権の行使時の払込金額、新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。

７．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議による付与株式数から退職による権

利喪失者の当該数を減じております。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 ― 6,706,000 ― 378,950 ― 69,450
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

後藤　一俊 岐阜県岐阜市 3,400 50.70

中広従業員持株会 岐阜県岐阜市塩町二丁目６番地 445 6.64

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町六丁目11番地 334 4.98

トーヨーキッチンアンドリビング㈱ 愛知県名古屋市名東区一社二丁目21番地 200 2.98

後藤　千文 岐阜県岐阜市 175 2.60

㈲ナカジマ 岐阜県羽島郡笠松町田代513番地１号 162 2.41

中島　永次 岐阜県山県市 130 1.93

㈱岐阜銀行 岐阜県岐阜市宇佐南一丁目７番地１号 100 1.49

阿部　重治 岐阜県各務原市 51 0.76

橋本　眞一郎 岐阜県岐阜市 50 0.74

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目２番地１号 50 0.74

あいおいニッセイ同和損害保険㈱ 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番地１号 50 0.74

計 ― 5,147 76.75

(注)  上記のほか当社所有の自己株式314千株（4.69％）があります。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　  314,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　6,390,0006,390 ―

単元未満株式 普通株式　    2,000― ―

発行済株式総数           6,706,000― ―

総株主の議決権 ― 6,390 ―
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② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

　　（自己保有株式）
株式会社　中広

岐阜市塩町二丁目６番地 314,000 ― 314,000 4.68

計 ― 314,000 ― 314,000 4.68

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 85 74 79 83 89 105

最低(円) 61 65 65 72 80 93

(注)  株価は、名古屋証券取引所（セントレックス）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また当第２四半期会計期間(平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

ります。

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査

法人となっております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 522,849 545,539

受取手形及び売掛金 470,385 511,310

商品 3,922 3,562

仕掛品 2,555 3,110

貯蔵品 2,079 －

その他 14,175 19,230

貸倒引当金 △23,502 △20,370

流動資産合計 992,465 1,062,383

固定資産

有形固定資産

土地 646,139 707,919

その他（純額） ※１
 175,893

※１
 271,306

有形固定資産合計 822,033 979,225

無形固定資産 24,455 21,001

投資その他の資産

投資有価証券 49,033 51,850

長期貸付金 45,300 51,300

固定化営業債権 101,803 86,904

破産更生債権等 113,107 108,427

差入保証金 162,284 162,299

賃貸資産 ※１
 146,832 －

永代使用権 55,200 55,200

その他 11,058 11,041

貸倒引当金 △241,805 △236,565

投資その他の資産合計 442,814 290,458

固定資産合計 1,289,304 1,290,686

資産合計 2,281,770 2,353,069
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 316,857 404,925

短期借入金 682,000 682,000

未払法人税等 12,465 6,203

賞与引当金 32,000 8,000

その他 228,076 305,031

流動負債合計 1,271,400 1,406,160

固定負債

長期借入金 503,962 474,426

その他 17,033 22,626

固定負債合計 520,995 497,052

負債合計 1,792,395 1,903,212

純資産の部

株主資本

資本金 378,950 378,950

資本剰余金 69,450 69,450

利益剰余金 65,169 23,710

自己株式 △23,008 △22,934

株主資本合計 490,560 449,176

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,186 680

評価・換算差額等合計 △1,186 680

純資産合計 489,374 449,856

負債純資産合計 2,281,770 2,353,069
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 1,810,047 1,928,462

売上原価 1,166,214 1,188,243

売上総利益 643,832 740,219

販売費及び一般管理費 ※１
 663,019

※１
 676,458

営業利益又は営業損失（△） △19,186 63,760

営業外収益

受取利息 1,790 1,367

受取配当金 443 428

受取地代家賃 8,171 －

受取賃貸料 － 7,745

その他 3,524 4,942

営業外収益合計 13,929 14,484

営業外費用

支払利息 12,432 14,488

賃貸費用 － 6,848

その他 8,007 2,743

営業外費用合計 20,440 24,080

経常利益又は経常損失（△） △25,697 54,164

特別利益

固定資産売却益 7,756 －

賞与引当金戻入額 2,840 －

特別利益合計 10,596 －

特別損失

固定資産売却損 1,387 －

固定資産除却損 820 －

投資有価証券評価損 6,567 2,635

特別損失合計 8,775 2,635

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △23,875 51,529

法人税、住民税及び事業税 2,295 10,070

法人税等合計 2,295 10,070

四半期純利益又は四半期純損失（△） △26,171 41,458
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 894,697 964,551

売上原価 577,919 581,056

売上総利益 316,778 383,494

販売費及び一般管理費 ※１
 333,397

※１
 341,909

営業利益又は営業損失（△） △16,618 41,584

営業外収益

受取利息 975 664

受取配当金 0 2

受取地代家賃 4,281 －

受取賃貸料 － 3,855

その他 1,959 3,122

営業外収益合計 7,216 7,645

営業外費用

支払利息 6,321 7,841

賃貸費用 － 3,424

その他 2,348 120

営業外費用合計 8,669 11,385

経常利益又は経常損失（△） △18,071 37,844

特別利益

固定資産売却益 7,756 －

特別利益合計 7,756 －

特別損失

固定資産売却損 1,387 －

投資有価証券評価損 6,542 2,635

減損損失 － －

特別損失合計 7,930 2,635

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △18,244 35,209

法人税、住民税及び事業税 1,132 6,815

法人税等合計 1,132 6,815

四半期純利益又は四半期純損失（△） △19,377 28,393
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△23,875 51,529

減価償却費 10,170 13,344

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,155 8,371

賞与引当金の増減額（△は減少） △16,000 24,000

受取利息及び受取配当金 △2,233 △1,795

支払利息及び社債利息 12,432 14,488

投資有価証券評価損益（△は益） 6,567 2,635

固定資産売却損益（△は益） △6,369 －

固定資産除却損 820 －

売上債権の増減額（△は増加） 46,372 43,193

たな卸資産の増減額（△は増加） 12,385 △1,883

仕入債務の増減額（△は減少） △76,241 △84,974

破産更生債権等の増減額（△は増加） 22,347 △4,680

その他 △25,329 △9,749

小計 △46,110 54,479

利息及び配当金の受取額 1,674 1,767

利息の支払額 △12,591 △15,751

法人税等の支払額 △4,425 △4,490

営業活動によるキャッシュ・フロー △61,452 36,004

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △31,000 △76,000

定期預金の払戻による収入 15,000 45,253

有形固定資産の取得による支出 △13,723 △2,244

有形固定資産の売却による収入 10,800 －

無形固定資産の取得による支出 － △4,195

差入保証金の差入による支出 △1,593 △521

差入保証金の回収による収入 4,145 206

投資有価証券の取得による支出 △1,950 △1,659

出資金の払込による支出 － △10

長期貸付けによる支出 △5,600 －

長期貸付金の回収による収入 6,000 6,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,920 △33,169

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 140,000 －

長期借入れによる収入 90,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △55,440 △56,064

社債の償還による支出 △100,105 △100,105

自己株式の取得による支出 － △74

配当金の支払額 △10 △54

財務活動によるキャッシュ・フロー 74,444 △56,297

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,929 △53,461

現金及び現金同等物の期首残高 102,968 257,776

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 98,039

※１
 204,314
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．「資産除去債務に関する会計基準」の適用

第１四半期会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用してい

ます。これによる営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響はありません。 

２．受取賃貸料及び賃貸費用の計上区分の変更

営業外収益の受取賃貸料に対する賃貸費用は、従来、販売費及び一般管理費に含めて計上しておりましたが、

受取賃貸料が増加したことから賃貸費用とのより厳密な対応をはかるため、第１四半期会計期間より営業外費用

の「賃貸費用」に計上する方法に変更しております。あわせて、従来、営業外収益の受取賃貸料に計上しておりま

した社宅家賃の従業員負担部分等の転貸収入については、販売費及び一般管理費の賃借料から控除することとい

たしました。また、これに伴い対応する資産は、従来、営業の用に供するものに含めて表示しておりましたが、投資

その他の資産「賃貸資産」に計上しております。これにより、従来の方法によった場合に比べ、販売費及び一般管

理費は9,405千円減少し、営業利益は同額増加しております。

　

【表示方法の変更】

該当事項はありません。

　

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間

(自　平成22年４月１日  至　平成22年９月30日)

１．固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算出する方法によっ

ております。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産等の減価償却累計額は、次のとおり

であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額    351,478千円

 

有形固定資産                    329,303千円

賃貸資産                         34,779千円　

　
(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

給与手当                        365,884千円

減価償却費                       10,170千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　 　15,429千円

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

給与手当                        361,656千円

賞与引当金繰入額　         　　　32,000千円

減価償却費                        7,437千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　8,371千円
　

第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

給与手当                        177,912千円

減価償却費                        5,127千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　 　14,079千円

 

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

給与手当                        176,921千円

賞与引当金繰入額　         　　  24,000千円

減価償却費                        3,752千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　1,704千円

　
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 527,226千円

預入期間が３か月超の定期預金 △429,186千円

現金及び現金同等物 98,039千円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 522,849千円

預入期間が３か月超の定期預金 △318,535千円

現金及び現金同等物 204,314千円

　
(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平

成22年９月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 6,706,000

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 314,865
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３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
５．株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の四半期貸借対照表計上額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 

(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はあ

りません。

　
(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はあ

りません。

　
(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　
(持分法損益等)

関連会社及び開示対象特別目的会社がないため該当事項はありません。

　
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　
(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　
(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号平成21

年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日)を適用しております。
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１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、サービス別の事業本部を置き、各事業本部は取り扱うサービスについて包括的な戦略を立案し、事

業活動を展開しております。

　従って、当社は事業本部を基礎としたサービス別セグメントから構成されており、「メディア事業」及び

「広告ＳＰ事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「メディア事業」は、主にフリーマガジン『地域みっちゃく生活情報誌』20誌の発行、地域みっちゃく生

活情報総合ポータルサイト『フリモ』（furimo.jp）の開発・販売・運営、研修・講演会・コンサート・シ

ンポジウム・セミナー等の企画運営、各種広報・ＰＲの実施、インターネット通販を行っております。

　「広告ＳＰ事業」は、広告戦略・広告計画・販売促進計画を立案する総合広告会社として、広告主の要望

に応える媒体の選択、デザインの提案及び販売促進策の企画運営を行っております。なお、主な取り扱い媒

体はテレビ・ラジオ・新聞・雑誌・インターネット広告・各種印刷物となっております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益に関する情報

当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント 調整額

(注)１

四半期損益
計算書計上額
(注)２メディア事業 広告ＳＰ事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 952,578 975,8831,928,462 ― 1,928,462

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 952,578 975,8831,928,462 ― 1,928,462

セグメント利益 127,504 109,153 236,658△172,897 63,760

(注) １．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第２四半期会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　
報告セグメント 調整額

(注)１

四半期損益
計算書計上額
(注)２メディア事業 広告ＳＰ事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 510,191 454,359 964,551 ― 964,551

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 510,191 454,359 964,551 ― 964,551

セグメント利益 75,350 53,689 129,039△87,454 41,584

(注) １．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はあ

りません。

　

(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 76円57銭
　

　 70円37銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 △4円09銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円―銭
　

１株当たり四半期純利益 　6円48銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円―銭

　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第２四半期累計期間においては１株当たり四半期純

損失を計上しており、また当第２四半期累計期間においては希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の

算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は四半期純損
失(△) (千円)

△26,171 41,458

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)
(千円)

△26,171 41,458

普通株主に帰属しない金額 (千円)　 ― ―

普通株式の期中平均株式数 (株) 6,392,113 6,391,739

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用
いられた四半期純利益調整額の主要な内訳 (千円)

― ―

四半期純利益調整額 (千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数 (株)

― ―

普通株式増加数 (株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前事業年度末から重要な変動がある場合の概
要

― ―
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第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 △3円03銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円－銭
　

１株当たり四半期純利益 4円44銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円－銭
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第２四半期会計期間においては１株当たり四半期純

損失を計上しており、また当第２四半期会計期間においては希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の

算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は四半期純損
失(△) (千円)

△19,377 28,393

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)
(千円)

△19,377 28,393

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,392,113 6,391,369

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用
いられた四半期純利益調整額の主要な内訳(千円)

― ―

四半期純利益調整額(千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数 (株)

― ―

普通株式増加数(株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前事業年度末から重要な変動がある場合の概
要

― ―

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月13日

株式会社中広

取締役会  御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    堀　　　　　幸　　造    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    桑　　原　　雅　　行    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社中広の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第32期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年

７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中広の平成21年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

株式会社中広(E05668)

四半期報告書

25/26



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月15日

株式会社中広

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員
 

　 公認会計士    堀　　　　　幸　　造    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員
 

　 公認会計士    渡　　邉　　泰　　宏    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社中広の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第33期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年

７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中広の平成22年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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